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研究要旨：初年度の本研究において、我が国における畜産食品の生食における衛生管

理上の参考とする目的で、諸外国における食肉及び内臓肉の生食実態を行ったところ、

ドイツにおいて容器包装後、スーパー等で製品として販売されている生食用食肉製品

としてメットが販売されていることが明らかとなった。今年度の本研究では、メット

製造時の衛生管理の実態、販売時の微生物成分規格の有無等についての実態調査を行

った。その結果、ドイツにおいてメット独自の微生物成分規格はなく、ひき肉製品の

製造加工要件が定められており、その遵守については連邦ではなく州レベルでの監

視・モニタリングが行われていることが明らかとなった。一方で、過去数年にわたり、

ほぼ毎年メットによるサルモネラ、カンピロバクター、ノロウイルス及び寄生虫性食

中毒が発生していた。 

 

 

A. 研究目的 

 日本国内での食文化の多様化から、近

年牛、馬、鶏などの畜産食品の生食が行

われるようになってきており、それに伴

う食中毒の発生もしばしばみられている。

また、牛肝臓の生食が規制され、豚の肝

臓等の生食が一部に広まりつつあること

から、新たな健康被害についても懸念さ

れる事態となっている。本研究では、国

内における畜産食品の衛生管理、加工基

準、微生物規格等について検討するため

の参考として、海外における生食用食肉

製造時の衛生管理実態と生食による健

康被害の実態を把握するための調査を

行った。 

 

B. 研究方法 

（１）調査 

 株式会社三菱総合研究所への委託事

業として、文献調査、インターネットを

通じた調査及び在日大使館への聞き取

り調査を通じて、ドイツにおける豚肉の

生食製品であるメットの製造工程にお

ける衛生管理実態及び健康被害につい

て情報を収集し、その結果について検討

した。 

 



C. 結果 

（１）ドイツにおける畜産物製造上の衛

生管理実態 

 委託報告書を巻末に示した。EU加盟国

であるドイツは、EU食品安全法に適合す

る形で食品安全対策を実施しており、連

邦レベルで食品・飼料安全を包括的に所管

する機関として連邦食糧・農業省（BMEL）

があり、その下部組織に連邦消費者保護・

食品安全庁（BVL）、連邦リスク評価研究所

（BfR）、連邦農業・食品局（BLE）、その

他研究機関（FLI、JKI、MRI）が設置され

ている。その他、一部領域については、連

邦環境自然保護原子力安全省（BMUB）、連

邦財務省（BMF）および連邦司法消費者保

護省（BMJV）がそれぞれ管轄している。

動物由来食品に関する連邦レベルの法令で

ある動物由来食品衛生規則において、ひき

肉の製造及び取扱いに関する要件が定めら

れており、製造加工施設、原材料肉（認可

された解体施設からの新鮮な骨格筋のみ

を使用し、くず肉を使用してはならない）、

製造前後の衛生管理（家禽肉は 4℃、内臓

肉は 3度、その他の肉は 7℃以下で加工す

る。製造後には挽肉は 2℃、肉製品は 4℃

以下で冷蔵するか-18 度以下で冷凍する）

が定められていた。また、法令遵守に対す

る公的な監視や食品モニタリングプログラ

ムは各州の責任において実施されており、

実際に監視を行うのは州の下にある地方自

治体である郡あるいは郡独立市の獣医局等

であった。食品企業や飲食店等の監視項目

としては、設備、作業方法、衛生要件の遵

守、トレーサビリティ、企業の自己検査、

表示・宣伝等があった。その他、農場段階

での監視としては、動物衛生・福祉や飼料

に関する法令の遵守状況についてチェック

を行っていた。企業や事業所に対する監視

活動については、連邦レベルで統一的な枠

組みが規定されており、企業や事業所への

立入検査の頻度を決定する算定方法が示さ

れていた。「Ⅰ企業の種類（製品の取り扱

い・製品のリスク）」「Ⅱ企業の様子（法令

遵守・トレーサビリティ・従業員訓練）」「Ⅲ

自己検査システムの信頼性（HACCP、製品

の検査、温度（冷却）の遵守）」「Ⅳ衛生管

理（建築上の基準・洗浄と消毒・従業員の

衛生・生産衛生・害虫駆除）」の 4つの基準

に基づいて算出したスコアに従って 9 つの

リスククラスに分類され、監視頻度が決定

される。各州はこの算定方法の結果に基づ

き、企業や事業所への立入検査を実施して

いた。また、メット製造業者は衛生管理に

関して外部認証を取得しており、出荷前

の自主検査と共に外部監査機関での検査

も実施していることが明らかとなった。 

 

（２）ドイツにおけるメットの喫食によ

る健康被害の実態 

 2007 年から 2012 年にかけて、メット

の生食による健康被害の報告が 14 件見

られた。また、塩漬け及び燻製豚肉製品に

よる事例は 4 例、カモ肉の生食による事例

が 1例見られた。その原因物質は、メット

の生食によるものではサルモネラ、カンピ

ロバクター、寄生虫（サルコシスティス）、

ノロウイルスであった（巻末 委託報告

書）。塩漬け及び燻製豚肉製品による事例で

は、ボツリヌス、サルモネラ、寄生虫（旋

毛虫）であり、鴨肉の生食ではカンピロ

バクターを原因としていた。また、メッ

トによる食中毒 14件中 5件では、原料に



生卵を用いており、原因菌が生卵から検

出された例も 1例見られた。 

 

D. 考察 

昨年度の研究で、諸外国における畜産物

生食実態の調査を行った結果、ドイツの

メットについては、容器包装されスーパ

ー等で市販されていることが明らかとな

ったため、日本国内での畜産食品の衛生

管理等に参考とする目的で、今年度はメ

ットの衛生管理及び規格基準についての

情報を収集した。ドイツにおいてメット

独自の公的な微生物成分規格はなく、ひ

き肉製品の製造加工要件が定められてお

り、その遵守については連邦ではなく州

レベルでの監視・モニタリングが行われ

ていることが明らかとなった。また、製

造販売業者は衛生管理に関して外部認証

を取得しており、出荷前の自主検査と共

に外部監査機関での検査も実施している

ことが明らかとなった。一方で、近年に

おいてもドイツでメットの喫食によるサ

ルモネラ症及び旋毛虫症等の発生が見ら

れていることから、現在行われている衛

生管理手法の元であっても、健康被害発

生を完全に防ぐのは困難であると考えら

れた。 

 

E. 結論 

 今年度は、昨年度の調査でドイツにお

いて流通販売されている豚肉生食製品

であるメットの衛生管理及び規格基準

についての情報を収集した。その結果、

メットを対象とした微生物規格基準は

存在しておらず、連邦政府による挽肉の

加工要件が規定されており、その遵守を

州が監視、モニタリングすることが定め

られていることが明らかとなった。一方

で、サルモネラ、カンピロバクター及び

寄生虫等を原因物質とする健康被害の

報告がドイツで見られ、現行の衛生管理

対策でも完全に健康被害の発生を防ぐ

のが困難であることが示唆された。 

 

F. 健康危機情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

なし 
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 なし 

 

 


